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1．はじめに

1-1．研究の背景と目的

立地適正化計画が 2014 年に制度化され、多くの自治体

が策定に取り組み、誘導区域指定に関する研究 1)2)3)などの

蓄積が進んでいる。一方で、2020年以降の新型コロナウィ

ルス感染症の感染拡大により、リモートワークが推進され

ることで住まい方が変化する可能性などが指摘されており
4)、都心などでもコロナ禍突入直後にはこれまでの住宅地選

択の傾向と異なり、遠郊外や通勤圏外での住宅資料請求な

どが増加していることが指摘されている 5)。つまり、コロ

ナ禍の継続により郊外居住が改めて進展するのではないか

という点が示唆されている。国の調査 6)でも、東京圏在住

者のうち地方移住に関心を持つ人の割合がコロナ禍に突入

してから微増している点などが指摘されている。また、コ

ロナ禍で実際に首都圏郊外部に転居した世帯を対象とした

調査 7)からは、転居先選択志向に「感染症への不安」、勤務

場所や通勤手段の変化などの「通勤変化」、「在宅時間等の

増加」といった要因が作用していることが指摘されている。

加えて、民間企業の調査 8)などでも首都圏ではコロナ禍で

「職住近接志向が弱まっている」ことや「在宅勤務になっ

た／増えた」ことが住み替え検討のきっかけとなった人が

増加していることなどが報告されている。 
一方で、大都市圏以外の人口減少下の地方圏などでは、

居住地選択意向にCOVID-19の影響がどのように作用して

いるのか十分に解明されているとは言い難い。地方圏のコ

ロナ禍による居住意向の変化に着目した研究 9)では、名古

屋都市圏に隣接する地方都市である豊田市を対象に、市民

の居住地選択意向がコロナ禍前（2019年）とコロナ禍（2020
年）でどのように変化したか分析している。その結果、豊

田市民は現在居住している地域のイメージに該当する地域

に今後も継続して居住したいという意向が強いことが明ら

かになっている。また、コロナ禍前は中心市街地や市街地

へ居住意向のあった市民が、コロナ禍ではそれら地域への

居住意向は低下していると指摘している。 
ただ、既往研究 9)による分析ではアンケート調査回答者

を豊田市内の居住地域に関係なく母集団としており、コロ

ナ禍に突入した直後の居住地選択意向に関する分析に留ま

っており、今後の中長期的な居住誘導に影響を及ぼす立地

適正化計画との関係も加味されていない。そこで本研究で

は、立地適正化計画の誘導区域との関係性を考慮したコロ

ナ禍前後での地方都市居住者の居住地選択意向の変化を明

らかにすることで、Withコロナ時代に対応した立地適正化

計画による都市機能や居住の誘導に関する知見を得ること

を目的とする。本研究で対象とする愛知県豊田市は、愛知

県内でも面積が最も広く中山間地域も多く抱えている一方

で、世界的企業やその関連産業の事業所に勤める市民も多

い。このことからコロナ禍前後でリモートワークなどを取

り入れた市民も多いと推察され、地方中核都市の中でもコ

ロナ禍前後で居住地選択意向が変化した居住者の特徴が考

察しやすいと考え、対象都市に選定した。なお、本研究で

は豊田市民に対するアンケート調査からコロナ禍前後での

居住地選択意向の変化などを明らかにしているが、アンケ

ート調査では「豊田市内での転居」を設問の対象としてい

るわけではなく、あくまで回答者が住みたいと考える居住

地のイメージがどのように変化したかを考察している。 
1-2．研究の方法 

 まず、コロナ禍前後での豊田市内各地区の人口動態を住

民基本台帳に基づく情報から確認する。その際、立地適正

化計画との関係を踏まえ、各地区内のどの領域（都市機能

誘導区域・居住誘導区域・市街化調整区域・都市計画区域
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外）で人口増減が生じているのか考察する。 
次に、2021年に実施した豊田市民を対象としたアンケー

ト調査結果に基づき、コロナ禍に突入してから１年以上が

経過した2021年９月時点(1)の居住地選択意向

とコロナ禍前（2019年12月以前）・コロナ禍

終息後（将来的に）の３時点での居住地選択

意向の変化を分析する。特に、市民の意識と

して郊外居住を望む割合がどのように変化し

ているのかコロナ禍前後の時期による変化を

確認する。なお、アンケート調査の分析にあ

たっては、各項目でカイ二乗検定および残差

分析を実施し、考察している。 
 
2．調査対象地域の概要と人口変化 

2-1．立地適正化計画による誘導区域設定状況 
 豊田市には、隣接するみよし市に跨って指

定される広域都市計画区域として、区域区分

されている豊田都市計画区域が市域の平野部

に指定されている。一方で、藤岡地区を除く

平成の大合併前の旧町村(2)である中山間地域

は大半が都市計画区域外となっている（図-
1）。また、市街化区域は鉄道沿線を中心に指

定されており、鉄道沿線以外では土地区画整

理事業などの基盤整備がされた郊外住宅地な

ども市街化区域に指定されている。 
豊田市は、2019年３月に立地適正化計画を

策定し、市街化区域（約5318ha）のうち、工

業系土地利用が継続的に見込まれる地域と災

害危険エリアといった除外区域（約1143ha）
以外には、都市機能誘導区域（約1479ha）か

居住誘導区域（約4116ha）のいずれかを設定
(3)している（図-2）。また、都市機能誘導区域

には基本的に居住誘導区域も重複して設定し

ている。GIS で面積測定すると、市街化区域

に対して居住誘導区域は約77％、都市機能誘

導区域は約28％、除外区域は21％であった。

このことから、豊田市は市街化区域に対して

比較的広く居住誘導区域を設定していると言

える。なお、第３期豊田市中心市街地活性化

基本計画（2018）で定めている中心市街地は

名鉄豊田市駅・愛知環状鉄道新豊田駅周辺（図

-2中の【都心】地域の一部紫破線で囲まれた

領域）であるが、都市機能誘導区域は中心市

街地以外の鉄道駅周辺や基盤整備事業実施地

域周辺などの郊外住宅地を含む範囲（図-2中
の地区名がそれぞれの都市機能誘導区域の名

称）にも設定されている。 
2-2．対象エリアのコロナ禍前後の人口変化 
本研究では、立地適正化計画との関係から

豊田市内を４つのエリアに分け(4)、分析対象

としている（表-1）。エリア１（都市機能誘導区域：以下、

都機誘エリア）は、都市機能誘導区域と居住誘導区域が重

複して設定されている領域である。エリア２（居住誘導区
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図-1 豊田都市計画区域の位置(参考文献9)より) 
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図-2 豊田市立地適正化計画の誘導区域 
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域：以下、居誘エリア）は、エリア１以外に居住誘導区域

が設定されている領域であり、基本的にはエリア１に含ま

れておらず工業系用途地域が指定されていない市街化区域

である。エリア３（市街化調整区域：以下、調整エリア）

は市街化調整区域（図-2の着色されていない領域）であり、

エリア４（都市計画区域外：以下、都計外エリア）は都市

計画区域外（図-1の灰色着色領域）である。エリア５は除

外区域に含まれている領域や複数の誘導区域

に跨っている領域、市街化区域内の新市街地

区域(3)であり、分析対象の領域からは除外し

ている。 
研究対象エリアである都機誘エリアから都

計外エリアを概観すると、都機誘エリアと居

誘エリアで総人口の約半数をカバーしてお

り、調整エリアには２割強の人口が居住して

いることがわかる（表-
1）。一方で、中山間地域

を包含する都計外エリ

アは、居住人口の割合で

は５％程度にすぎず、都

市計画区域内に大半の

人口が集中している。コ

ロナ禍前の2018年10月
と2019年10月、コロナ

禍に入って約半年の

2020 年 10 月、コロナ禍

に入って約１年半が経

過した2021年10月の４

時点で、豊田市内各地区
(2)のエリアごとの人口変

化をみると、既往研究 9)

でも指摘されているよ

うに、明らかな居住地の

郊外化、すなわち、中心

市街地を包含する拳母

地区の全体的な人口減

少とそれに伴った他地

区での全体的な人口増

加や各地区内の都機誘

エリア以外での共通し

た顕著な人口増加など

は確認できなかった（表

-2）。 
むしろ、コロナ禍でも

人口が微増していたエ

リア（表-2 の桃色ハッ

チ）では、その後も人口

の微増傾向は継続して

いた。上郷地区の調整エ

リアの人口がコロナ禍

に入ってから微増しているが、これは 2021 年３月に東名

高速上郷サービスエリアにスマートインターチェンジが開

通することを念頭に置いた散発的な住宅建築が要因と推察

される。このため、上郷地区では高速道路 IC開設に伴う郊

外居住がやや進展していると言える。 
一方で、豊田市中心部である拳母地区では、2020年以降

のコロナ禍突入後は都機誘エリア～調整エリアのいずれも

豊田市 都機誘 居誘 調整 都計外 対象外
町数 479 42 48 151 196 42

割合(%) 100 8.8 10.0 31.5 40.9 8.8
人口 426,142 96,454 122,053 99,470 20,390 87,775

割合(%) 100 21.5 30.4 22.7 4.8 20.6
対象外：アンケート調査対象除外地区（町が除外区域に含まれている場合や複数の誘
導区域に跨っている場合など）
※人口は2019年10月1日時点

表-1 調査対象エリアごとのコロナ禍前の人口 

2018
人口
（人）

人口
（人）

変化率
(2018比)

人口
（人）

変化率
(2019比)

人口
（人）

変化率
(2019比)

拳母地区 1 43,923 43,847 -0.17% 43,745 -0.23% 43,484 -0.83%
2 66,188 66,134 -0.08% 65,629 -0.76% 64,943 -1.80%
3 16,466 16,480 0.09% 16,379 -0.61% 16,203 -1.68%
5 7,206 8,477 17.64% 8,251 -2.67% 8,330 -1.73%

高橋地区 1 8,020 7,998 -0.27% 7,994 -0.05% 8,043 0.56%
2 20,480 20,389 -0.44% 20,369 -0.10% 20,227 -0.79%
3 11,221 11,161 -0.53% 11,127 -0.30% 11,172 0.10%
5 15,193 15,107 -0.57% 14,943 -1.09% 14,644 -3.06%

上郷地区 1 - - - - - - -
2 - - - - - - -
3 12,350 12,299 -0.41% 12,341 0.34% 12,383 0.68%
5 22,070 21,980 -0.41% 21,662 -1.45% 21,456 -2.38%

高岡地区 1 17,979 17,657 -1.79% 17,326 -1.87% 16,870 -4.46%
2 15,013 14,913 -0.67% 14,528 -2.58% 14,288 -4.19%
3 21,311 21,260 -0.24% 21,062 -0.93% 20,846 -1.95%
5 25,036 25,025 -0.04% 24,888 -0.55% 24,806 -0.88%

猿投地区 1 26,702 26,952 0.94% 27,372 1.56% 27,605 2.42%
2 12,591 12,533 -0.46% 12,231 -2.41% 11,965 -4.53%
3 19,503 19,761 1.32% 19,643 -0.60% 19,071 -3.49%
5 14,427 14,568 0.98% 14,708 0.96% 14,793 1.54%

松平地区 1 - - - - - - -
2 - - - - - - -
3 7,215 7,088 -1.76% 6,953 -1.90% 6,937 -2.13%
5 2,617 2,618 0.04% 2,538 -3.06% 2,507 -4.24%

藤岡地区 1 - - - - - - -
2 7,870 8,084 2.72% 8,198 1.41% 8,250 2.05%
3 11,589 11,421 -1.45% 11,237 -1.61% 10,987 -3.80%

5 - - - - - - -

小原地区 4 3,647 3,552 -2.60% 3,458 -2.65% 3,371 -5.10%
足助地区 4 7,749 7,553 -2.53% 7,409 -1.91% 7,232 -4.25%
下山地区 4 4,498 4,419 -1.76% 4,312 -2.42% 4,230 -4.28%
旭地区 4 2,681 2,634 -1.75% 2,584 -1.90% 2,470 -6.23%
稲武地区 4 2,283 2,232 -2.23% 2,197 -1.57% 2,125 -4.79%

都市計画区域外

20212020

都市計画区域内

人口は各年の
10月1日時点の
住民基本台帳

2019

1：都機能エリア　2：居誘エリア　3：調整エリア　4：都計外エリア　5：対象外エリア
緑色ハッチ：2019年時点では2018年よりも増加している
桃色ハッチ：2020年時点では2019年よりも増加している
橙色ハッチ：2021年時点では2019年よりも増加している

表-2 調査対象エリアごとの人口変化 
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人口の微減傾向が継続していた。コロナ禍前の 2018 年か

ら 2019 年にかけて、研究対象エリア外のエリア５で顕著

な人口増加が確認できるが、これは立地適正化計画の誘導

区域から除外された工業エリア縁辺のトヨタ自動車本社敷

地内に 1000 人程度収容の大規模寮が新築されたためであ

り、一般的な郊外化とは異なった一時的な人口増加である。

また、市中心部に近い高橋地区では、コロナ禍突入直後

（2020 年 10 月時点）はいずれのエリアも人口が微減傾向

であったものの、2021年10月時点では2019年時点と比較

すると都機誘エリアと調整エリアで微増に転じて人口が回

帰しており、他地区とは様相を異にしていた。他方、都市

計画区域外の地区では、いずれの地区でも継続して人口は

減少していた。このように、都計外エリアや都市中心部（豊

田市では拳母地区のエリア１や２）での継続的な人口減少、

郊外の都市計画事業などの開発要因発生場所での人口増加

など、基本的には全国の地方圏でコロナ禍前から指摘され

てきた人口変動と同様の傾向を示していると捉えられる。 
先述したように、各地区の人口変化をみても、コロナ禍

前後で顕著に人口が変動している地区はなく、豊田市全体

ではCOVID-19を契機とした郊外居住が顕著に進展してい

る実態は確認できなかった。ただ、上郷地区の調整エリア

や猿投地区の調査対象外エリアなど、コロナ禍に入ってか

ら継続して人口が微増している領域も確認できた。豊田市

民全体として、これら地域へのCOVID-19を契機とした居

住地選択が増加しているのであれば、Withコロナ時代に入

る今後、郊外居住の進展が懸念されると言える。他方、猿

投地区の都機誘エリアや藤岡地区の居誘エリアなどの立地

適正化計画における誘導エリアでの人口微増もコロナ禍前

から継続しており、この現象は都市機能や居住の誘導の観

点からは望ましい傾向と言える。そのため、今後の居住誘

導施策を検討する上でも、地方都市居住者の将来的なWith
コロナ時代の居住地選択意向を把握する必要がある。 
 
3．コロナ禍前後での市民の居住地選択意向の変化 

3-1．アンケート調査の概要 

 本研究では、WEB調査会社（株式会社マクロミル）に登

録するモニターへのWEB アンケート調査を 2021 年 10 月

～11月に実施した（表-3）。アンケート調査では、現在居住

している場所に該当するエリアや今後居住したいエリア(5)

などを調査している（図-3）。居住地選択意向に関する設問

では、「それぞれの時期に最も住みたいと考えていた（考え

ている）エリアはどこに当てはまりますか」として、コロ

ナ禍前後の３時点（コロナ禍前（2019年12月以前）、コロ

ナ禍（2021年９月：現在）、コロナ終息後（将来的に））そ

れぞれで回答者に選択してもらっている。先述した豊田市

の都機誘エリア・居誘エリア・調整エリア・都計外エリア

に居住する 12 歳以上のモニターに対して、エリアごとに

125 サンプル、市全体（４つのエリア）で 500 サンプル回

収することを目標として調査を実施した。広域な中山間地

域を有する地方都市では、高校生年代から進学・就職を契

実施期間 : 2021年10月25日～11月25日

目標回収数 :
研究対象地域である4つのエリアごと
に125サンプル、豊田市全体で500サ
ンプルを目標回収数と設定

調査内容 :
現在居住している地域や今後居住し
たいエリア、居住の際に重視する要
因、居住環境の変化など、計15問

回収数 : 150×3エリア＋65×1エリア＝515

表-3 アンケート調査の概要 

エリア2

エリア3

エリア4

エリア1

国土交通省「みんなで進めるまちづくりの

はなし」から引用し、筆者が一部加筆 

図-3 アンケート調査で提示したエリアのイメージ図 
表-4 年齢別・エリア別のアンケート回答者数 

※表中の上段の数値は回答者数、下段の数値と割合欄は割合(%) 

都機誘 居誘 調整 都計外 全体 割合
5 5 4 1 15

33.3 33.3 26.7 6.7 100.0
3 3 2 1 9

33.3 33.3 22.2 11.1 100.0
2 2 2 0 6

33.3 33.3 33.3 0.0 100.0
25 22 18 12 77

32.5 28.6 23.4 15.6 100.0
4 9 3 2 18

22.2 50.0 16.7 11.1 100.0
21 13 15 10 59

35.6 22.0 25.4 16.9 100.0
30 33 26 7 96

31.3 34.4 27.1 7.3 100.0
8 10 4 2 24

33.3 41.7 16.7 8.3 100.0
22 23 22 5 72

30.6 31.9 30.6 6.9 100.0
32 28 35 12 107

29.9 26.2 32.7 11.2 100.0
9 9 17 5 40

22.5 22.5 42.5 12.5 100.0
23 19 18 7 67

34.3 28.4 26.9 10.4 100.0
34 36 35 14 119

28.6 30.3 29.4 11.8 100.0
19 23 24 10 76

25.0 30.3 31.6 13.2 100.0
15 13 11 4 43

34.9 30.2 25.6 9.3 100.0
24 26 32 19 101

23.8 25.7 31.7 18.8 100.0
14 17 21 15 67

20.9 25.4 31.3 22.4 100.0
10 9 11 4 34

29.4 26.5 32.4 11.8 100.0
150 150 150 65 515 100.0

19.6

2.9

15.0

18.6

20.8

23.1

60才以上

全体

男性

女性

エリア

男性

女性

12～19才

20～29才

30～39才

40～49才

50～59才

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性
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機として１人暮らしする可能性は十分にあり、近い将来に

居住地を選択する可能性を含む中学生（12歳）以上を回答

対象者とした。調査の結果、都機誘エリアから調整エリア

で各150、都計外エリアで65の計515の有効回答が得られ

た（表-4）。なお、同一世帯に属する回答者が存在する可能

性はあるが、このアンケート調査では個人の意識を調査し

ており、豊田市民の傾向を統計的に解釈するには十分な回

答数が得られている。都計外エリアは他エリアより回答者

数が少ないものの、居住者自体が他のエリアに比較すると

少ないため、回答者数が少ないのはやむを得ないと言える。 
回答者の属性を見ると、40歳代以下では女性の割合が各

年代とも多くなっており、50歳代以上では男性の割合が多

い。また、回答者数では20歳代以下よりも30歳代以上が

多く、40歳代以上の回答者が60％以上を占める。これを踏

まえると、若年世代の回答者がやや少なく、比較的収入が

安定している壮年・老年世代の回答者が若年世代と比較す

ると若干多い。 
また、エリアごとに回答者の居住形態をみると、いずれ

のエリアでも持ち家の戸建住宅に居住している回答者が多

い（表-5）。調整エリアや都計外エリアでは、持ち家の戸建

住宅に住んでいる回答者が８割を超えており、都機誘エリ

アや居誘エリアでも回答者に占める持ち家の戸建住宅に居

住する割合が高い。ただ、都機誘エリアでは他のエリアと

異なり、（持ち家・借家を合わせた）集合住宅に居住する回

答者数が戸建住宅に居住する回答者数とほぼ同数になって

いる。 
加えて、現在の居住地域への居住年数をみると、現在の

居住地域に 20 年以上居住している回答者数（表-6 中の②

と⑧の合計）がどのエリアでも４～６割程度存在している

ことがわかる（表-6）。一方で、５年未満しか現在の居住地

域に居住していない回答者数（表-6中の③・④・⑤の合計）

は、都機誘エリアでは３割程度、それ以外のエリアでは２

割程度にも及んでいない。したがって、アンケート調査へ

の回答者は現在の居住地域に継続して長期間居住している

割合が高いと言える。少なくとも、COVID-19 感染拡大に

伴う、いわゆるコロナ禍に突入してから現在の居住地域に

転居してきた回答者（表-6中の③）は各エリアとも15％未

満と少なく、大半がコロナ禍前より現在の居住地域に居住

していることがわかる。つまり、2-2でみたエリアごとの人

口変化の傾向と同様に、アンケート回答者の傾向と

してもコロナ禍に入ってから明らかな郊外化が進展

しているとは読み取れず、むしろ地方都市の豊田市

ではコロナ禍に関係なく同一地域に長く居住する人

が多いという傾向がわかった。 
3-2．現在の居住地域と居住地選択で重要視する要因 

（１）現在の居住地のイメージ 

現在の居住エリアについて、回答者に対して図-3
を示すと同時に、文章でも「エリア１：都市の中心

部の領域、エリア２：住宅地が大部分を占める領域、

エリア３：農地や田畑が大部分を占める領域、エリ

ア４：森林や田畑が大部分を占める領域」として提示し、

選択してもらう形で問うた。その結果、都機誘エリアの居

住者以外は概ね全体として現在居住しているエリアと回答

者のイメージしている自身の居住地が一致していることが

わかる（図-4）。都機誘エリアの居住者は、自身が居住する

地域を居誘エリアとイメージしている場合が p<0.01 で有

意に多く、調整エリアの居住者でも自身は居誘エリアに居

住していると考えている場合がp<0.01で有意に多い。つま

り、都機誘エリアに居住する人は、自身が居住する場所が

「都市の中心部」ではなく、「住宅地が大部分を占める領域」

と感じている人が多いことがわかる。この要因としては、

都機誘エリアを「都市の中心部の領域」と提示したため、

回答者が豊田市の中心核である名鉄豊田市駅周辺のみを都

機誘エリアとして捉えた場合が多いためと考えられる。ま

た、居誘エリアに居住している人のうち、居誘エリアに居

住していると回答する人がp<0.01で有意に多い。このこと

から、居誘エリアに居住している人は現在の居住地とアン

ケート内で提示したエリアイメージが一致していると言え

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 全体

1 19 22 4 22 17 26 39 150
0.7% 12.7% 14.7% 2.7% 14.7% 11.3% 17.3% 26.0% 100%

2 25 16 6 13 25 22 41 150
1.3% 16.7% 10.7% 4.0% 8.7% 16.7% 14.7% 27.3% 100%

3 36 7 0 6 14 33 51 150
2.0% 24.0% 4.7% 0.0% 4.0% 9.3% 22.0% 34.0% 100%

1 16 9 1 3 3 7 25 65
1.5% 24.6% 13.8% 1.5% 4.6% 4.6% 10.8% 38.5% 100%

7 96 54 11 44 59 88 156 515
1.4% 18.6% 10.5% 2.1% 8.5% 11.5% 17.1% 30.3% 100%

①生後ずっと(20年未満)　　②生後ずっと(20年以上)
③2年未満(2020年1月以降に引越)
④2年未満(2019年12月以前に引越)　　⑤2年以上5年未満
⑥5年以上10年未満　　⑦10年以上20年未満　　⑧20年以上

居誘

調整

都計外

計

都機誘

表-6 居住期間別・エリア別の回答者数 

表-5 居住形態別・エリア別の回答者数 
持ち家

戸建住宅
持ち家

集合住宅
借家

戸建住宅
借家

集合住宅
寮・社宅 その他 全体

70 29 3 40 5 3 150
46.7% 19.3% 2.0% 26.7% 3.3% 2.0% 100%

91 17 1 34 4 3 150
60.7% 11.3% 0.7% 22.7% 2.7% 2.0% 100%

120 7 2 17 4 0 150
80.0% 4.7% 1.3% 11.3% 2.7% 0.0% 100%

55 0 2 5 2 1 65
84.6% 0.0% 3.1% 7.7% 3.1% 1.5% 100%

336 53 8 96 15 7 515
65.2% 10.3% 1.6% 18.6% 2.9% 1.4% 100%

都機誘

居誘

調整

都計外

計

13

7

8

5

119**

119**

56**

4**

11**

17**

65**

3**

7**

6**

21

52**

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都機誘(150)

居誘(150)

調整(150)

都計外(65)

都機誘 居誘 調整 都計外 その他**：p<0.01 

図-4 回答者がイメージする現在の居住地域 

図中の数字

は回答数 
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る。 
以上の結果を踏まえると、都機誘エリアと調整エリアに

居住している人の中で居誘エリアに居住していると感じて

いる人も相当数いることがわかったものの、概ねアンケー

ト調査で提示した居住地のイメージと回答者が想像してい

る居住地域は重なっていると捉えられる。 
（２）居住地選択の際に重要視する要因 

何を理由として現在の居住地を選択しているのか明らか

にするため、重要視する居住環境の要因を複数回答(6)で問

うた。ここでは、コロナ禍の現在、何を重視して居住地を

決めようと考えているのか明らかにす

る。すなわち、都機誘エリアの居住者

はコロナ禍に入って郊外居住を志向し

ているのか、子育て世代はコロナ禍で

より郊外居住志向を強めているのかな

ど、これまで重要視しているとされて

きた居住環境要因と異なった結果が得

られているのか考察する。 
その結果、都機誘エリアの居住者は

「買い物や飲食店の利便性」を重要視

する人が p<0.01 で有意に多く、「公園

や緑地施設の充実」、「公共交通の利便

性」、「通勤・通学のしやすさ」もp<0.05
で有意に多い。つまり、都市の機能性

を重視して現在の居住地を選んでいる

人が多いと言える。反対に、「住宅の密

集度合い」を重要視する人はp<0.01で
有意に少ないことが分かる（表-7）。 

他方、調整エリアや都計外エリアの居住者は、「買い物や

飲食店の利便性」を重要視する人が他のエリアの居住者と

比較すると有意に少ない。また、都計外エリアの居住者は

「住宅の密集度合い」を重要視する人が他のエリアの居住

者と比較すると有意に多い。都計外エリアの居住者では、

「災害時の安全性」や「通勤・通学のしやすさ」を重要視

する人も他エリアの居住者と比較すると有意に少ない。 
さらに、年代別で見ると、10～20代は「通勤・通学のし

やすさ」や「テレワーク環境の充実」が他年代に比べて有

意に多く、「病院や福祉施設の充実」は有意に少ない。また、

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

都機誘 122
** 73 27 8 32 54

*
70

* 32 43 13 73 70
* 6 7 14

** 0 2
**

150 81.3% 48.7% 18.0% 5.3% 21.3% 36.0% 46.7% 21.3% 28.7% 8.7% 48.7% 46.7% 4.0% 4.7% 9.3% 0.0% 1.3%
居誘 102 64 19 11 23 42 49 27 43 14 64 61 7 4 19 1 10

150 68.0% 42.7% 12.7% 7.3% 15.3% 28.0% 32.7% 18.0% 28.7% 9.3% 42.7% 40.7% 4.7% 2.7% 12.7% 0.7% 6.7%

調整 86
* 57 20 8 35 36 56 39 40 15 70 59 4 4 28 1 9

150 57.3% 38.0% 13.3% 5.3% 23.3% 24.0% 37.3% 26.0% 26.7% 10.0% 46.7% 39.3% 2.7% 2.7% 18.7% 0.7% 6.0%

都計外 27
** 25 5 2 8 13 19 14 7

** 6 26 10
** 0 2 23

** 1 8
*

65 41.5% 38.5% 7.7% 3.1% 12.3% 20.0% 29.2% 21.5% 10.8% 9.2% 40.0% 15.4% 0.0% 3.1% 35.4% 1.5% 12.3%

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

～20代 64 30* 13 6 20 27 41 19 19 11 38 48** 8* 3 12 0 8

92 69.6% 32.6% 14.1% 6.5% 21.7% 29.3% 44.6% 20.7% 20.7% 12.0% 41.3% 52.2% 8.7% 3.3% 13.0% 0.0% 8.7%

30代 67 39 19 3 39** 35 33 22 29 11 45 45 4 4 10 1 6

96 69.8% 40.6% 19.8% 3.1% 40.6% 36.5% 34.4% 22.9% 30.2% 11.5% 46.9% 46.9% 4.2% 4.2% 10.4% 1.0% 6.3%
40代 70 43 17 2 25 25 37 18 25 4 52 46 2 3 14 1 5

107 65.4% 40.2% 15.9% 1.9% 23.4% 23.4% 34.6% 16.8% 23.4% 3.7% 48.6% 43.0% 1.9% 2.8% 13.1% 0.9% 4.7%

50代 73 49 10 11 10** 25 41 25 30 10 51 47 2 4 26 1 5

119 61.3% 41.2% 8.4% 9.2% 8.4% 21.0% 34.5% 21.0% 25.2% 8.4% 42.9% 39.5% 1.7% 3.4% 21.8% 0.8% 4.2%

60代～ 63 58** 12 7 4** 33 42 28 30 12 47 14** 1 3 22 0 5

101 62.4% 57.4% 11.9% 6.9% 4.0% 32.7% 41.6% 27.7% 29.7% 11.9% 46.5% 13.9% 1.0% 3.0% 21.8% 0.0% 5.0%
①買い物や飲食店の利便性　　②病院や福祉施設の充実　　③教育施設や文化施設の充実　　④スポーツ施設の充実
⑤子育て関連施設の充実　　⑥公園や緑地施設の充実　　⑦公共交通の利便性　　⑧景観の良さ　　⑨災害時の安全性
⑩地域コミュニティーの繋がりの強さ　　⑪治安の良さ　　⑫通勤・通学のしやすさ　　⑬テレワーク環境の充実
⑭家族間のソーシャルディスタンス度合い　　⑮住宅の密集度合い　　⑯その他　　⑰特にない　　**：p<0.01　　*：p<0.05
　　　は「有意に多い」ことを示し、　　　は「有意に少ない」ことを示している。

表-7 エリア別（上段）・年代別（下段）にみる重要視する居住環境の要因 

図-5 時期別・現在の居住地別にみた居住したい地域 

**：p<0.01 *：p<0.05 図中の数値は回答者数 

※コロナ禍前は2019年12月以前、コロナ禍は2021年9月時点、コロナ終息後は将来的に、として回

答者に提示したうえで、選択してもらっている。 

36*
26

21
8
29*

18
15

4
33*

23
19
6

94**
101**

61**
10**

96**
102**

61**
9**

85
94**

66
12**

13**
18

47**
7

20*
24

49**
12

26
24

42**
12

7**
5**

21
40**

5**
6**

25
40**

6**
9**

23
35**

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都機誘
居誘
調整

都計外
都機誘
居誘
調整

都計外
都機誘
居誘
調整

都計外

コ
ロ
ナ
禍
前

コ
ロ
ナ
禍

コ
ロ
ナ
終
息
後

都機誘 居誘 調整 都計外
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30代は「子育て関連施設の充実」が有意に多く、60代以上

は「病院や福祉施設の充実」が有意に多い。 
以上のように、居住地を選択する際に重要視している要

因は、従来から全国で指摘されている傾向と同様であり、

豊田市民の居住地選択要因として特異な点は確認できなか

った。 
3-3．居住地選択意向とその要因の変化 

（１）居住地選択意向の変化 

コロナ禍前後で居住地選択意向がどのように変化したか

分析するため、コロナ禍前後の３時点（コロナ禍前（2019
年 12 月以前）、コロナ禍（2021 年９月：現在）、コロナ終

息後（将来的に））で住みたいと考えるエリアを問うた。そ

の結果、全体としては時期に関係なく、概ね現在居住して

いるエリア（図-5中の縦軸）を選択する割合が多いことが

分かった（図-5）。 
都機誘エリアに現在居住している人

は、コロナ禍前には都機誘エリアや居

誘エリアに居住したいと思っていた場

合が、他のエリアに居住する人よりも

有意に多く、それはコロナ禍の現在・

コロナ終息後も大きく変わらないこと

が読み取れる。その反対に、現在都機

誘エリアに居住している人のうち、調

整エリアや都計外エリアに居住したい

と考える人の割合は、コロナ禍前やコ

ロナ禍では他のエリアに居住する人よ

りも有意に少ない。つまり、都市の中

心部（都市機能誘導区域）に居住して

いる市民は、都市の中心部である都市

機能誘導区域や居住誘導区域のような

住宅地が大部分を占める領域に魅力を

感じ、居住したいと考えており、それ

はコロナ禍前後でも変化していないこ

とがわかる。 
居誘エリアに現在居住している人

は、コロナ禍前後のいずれの時点でも

居誘エリアに居住したいと考えている

人が有意に多い。また、調整エリアに

現在居住している人は、コロナ禍前及

びコロナ禍である現在は居誘エリアに

居住したいと考えている人が多く、調

整エリアに居住したいと考えている人

も他のエリアの居住者よりも有意に多

い。都計外エリアに現在居住する人は、

時期に関係なく都計外エリアに居住し

たいと考えている人が他のエリアより

も有意に多い。同時に、居誘エリアに

居住したいと考えている人が時期に関

係なく有意に少ない。 
3-2（１）で記述したように、都機誘

エリアの居住者の大多数は、自身が居誘エリアに居住して

いるとイメージしている（図-4）ことから、実際の居住地

ではなく、自身が居住しているとイメージしているエリア

ごとに、コロナ禍前後の３時点で住みたいと考えるエリア

を集計した。その結果、都機誘エリア以外の居住地選択意

向は３時点とも前述した図-5 と同様の傾向を示していた

（図-6）。加えて、都機誘エリアも他のエリアと同様に、ど

の時点でも都機誘エリアに居住したいと考えている人が有

意に多かった。 
他方、現在の実際の居住エリア別に居住地選択意向に変

化があるかみても、時期による有意な差は確認できなかっ

た（図-7）。傾向としては、時期に関係なくどのエリアでも

現在居住しているような地域に居住したい意向を持ってい

ることがわかる。 

図-7 現在の居住エリア別・時期別にみた居住したい地域 

**：p<0.01 *：p<0.05 図中の数値は回答者数 

※コロナ禍前は2019年12月以前、コロナ禍は2021年9月時点、コロナ終息後は将来的に、として回

答者に提示したうえで、選択してもらっている。 
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図-6 時期別・現在居住しているエリアイメージ別にみた居住したい地域 

**：p<0.01 *：p<0.05 図中の数値は回答者数 

※コロナ禍前は2019年12月以前、コロナ禍は2021年9月時点、コロナ終息後は将来的に、として回

答者に提示したうえで、選択してもらっている。 
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以上のことを踏まえると、現在の居住地のイメージと居

住したい地域として選択するエリアはコロナ禍前後のいず

れの時点でも一致している場合が多いといえる。実際には

都機誘エリアに居住していながら、自身の居住地は居誘エ

リアであるとイメージしている居住者の中には、居誘エリ

アへの居住意向を持つ人が多いものの、それは単に居住地

のイメージに齟齬が生じていることが要因であり、居住意

向の郊外化を意味するものではないことが示された。また、

全体をみても、コロナ禍の前後で居住したいエリアが大き

く変化しておらず、概して現在居住しているような地域に

住みたいという意向を持っている人が多いことが明らかに

なった。そのため、既往研究 9)が指摘する内容と同様に、

豊田市では現在居住しているエリア

に住み続けたいと考えている人が多

く、それはコロナ禍前から変わって

おらず、With コロナ時代の現在でも

変化していないことがわかる。 
（２）今後の転居意向の有無の違い

による居住希望エリア 

今後転居する意向のある人は、郊

外への転居を希望しているのか確認

するため、転居意向別の居住したい

エリアを集計した。その結果、時期に

関係なく同じ傾向を示していること

が確認できた（図-8）。 
コロナ禍前後のどの時期でも、今

後転居する意向を持っている人は、

転居を考えていない人に比べて都機

誘エリアに居住したい人が有意に多図-8 今後の転居意向別・時期別にみた居住したい地域 

**：p<0.01 *：p<0.05 図中の数値は回答者数 ①引越す可能性あり ②引っ越しは検討していない 

※コロナ禍前は2019年12月以前、コロナ禍は2021年9月時点、コロナ終息後は将来的に、として回

答者に提示したうえで、選択してもらっている。 
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都機誘 77** 40** 17 5 16 12 44** 5* 4 5 8** 35 1 2 3** 2

91 84.6 44.0 18.7 5.5 17.6 13.2 48.4 5.5 4.4 5.5 8.8 38.5 1.1 2.2 3.3 2.2

居誘 179** 99** 36 13 58** 56 74 24** 31 21 74* 105** 4 3 14** 10

266 67.3 37.2 13.5 4.9 21.8 21.1 27.8 9.0 11.7 7.9 27.8 39.5 1.5 1.1 5.3 3.8

調整 18** 9** 6 3 7* 14 9** 23** 8 7 28 14** 0 4 27** 6

85 21.2 10.6 7.1 3.5 8.2 16.5 10.6 27.1 9.4 8.2 32.9 16.5 0.0 4.7 31.8 7.1

都計外 5** 4** 1** 0 4** 5* 1** 15 1* 4 13 4** 0 1 37** 7

73 6.8 5.5 1.4 0.0 5.5 6.8 1.4 20.5 1.4 5.5 17.8 5.5 0.0 1.4 50.7 9.6

都機誘 55** 29** 12 3 7 8 35** 4 6 4 5** 23 0 0 2** 1

66 83.3 43.9 18.2 4.5 10.6 12.1 53.0 6.1 9.1 6.1 7.6 34.8 0.0 0.0 3.0 1.5

居誘 180** 103** 38* 16 47** 64* 62 25** 40** 18 83* 89** 7 6 14** 11

268 67.2 38.4 14.2 6.0 17.5 23.9 23.1 9.3 14.9 6.7 31.0 33.2 2.6 2.2 5.2 4.1

調整 19** 12** 4* 4 9 21 11** 30** 9 6 31 12** 3 5 31** 5

105 18.1 11.4 3.8 3.8 8.6 20.0 10.5 28.6 8.6 5.7 29.5 11.4 2.9 4.8 29.5 4.8

都計外 3** 3** 2* 1 3* 8* 1** 15 0** 6 16 6** 3 1 37** 7

76 3.9 3.9 2.6 1.3 3.9 10.5 1.3 19.7 0.0 7.9 21.1 7.9 3.9 1.3 48.7 9.2

都機誘 65** 45** 17* 5 9 9 48** 8 7 2 12* 22 1 3 1** 1

81 80.2 55.6 21.0 6.2 11.1 11.1 59.3 9.9 8.6 2.5 14.8 27.2 1.2 3.7 1.2 1.2

居誘 174** 112** 42** 17 43 61** 74 30** 42** 21 80* 85** 13 2* 13** 9

257 67.7 43.6 16.3 6.6 16.7 23.7 28.8 11.7 16.3 8.2 31.1 33.1 5.1 0.8 5.1 3.5

調整 22** 15** 3** 1 15 20 11** 30** 13 8 29 12** 5 6 34** 6

104 21.2 14.4 2.9 1.0 14.4 19.2 10.6 28.8 12.5 7.7 27.9 11.5 4.8 5.8 32.7 5.8

都計外 2** 2** 0** 1 3* 5** 2** 17 0** 4 12 5** 0 1 37** 7

73 2.7 2.7 0.0 1.4 4.1 6.8 2.7 23.3 0.0 5.5 16.4 6.8 0.0 1.4 50.7 9.6

①買い物や飲食店の利便性　②病院や福祉施設の充実　③教育施設や文化施設の充実　④スポーツ施設の充実

⑤子育て関連施設の充実　⑥公園や緑地施設の充実　⑦公共交通の利便性　⑧景観の良さ　⑨災害時の安全性

⑩地域コミュニティーの繋がりの強さ　⑪治安の良さ　⑫通勤・通学のしやすさ　⑬テレワーク環境の充実

⑭家族間のソーシャルディスタンスを確保したいため　⑮住宅が密集していない場所が良かったため　⑯その他

**：p<0.01　　*：p<0.05　　　　　は「有意に多い」ことを示し、　　は「有意に少ない」ことを示している。

コ
ロ
ナ
禍
前

コ
ロ
ナ
禍

コ
ロ
ナ
終
息
後

表-8 コロナ禍前後での居住地選択要因の変化 
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い。また、コロナ終息後では転居意向のない人で都計外エ

リアに住みたいと考える人が、転居意向を持ち都計外エリ

アに住みたいと考えている人よりも有意に多く、コロナ禍

前から傾向は変わっていない。 
全体としては居誘エリアに住みたいと考えている人が多

く、それは転居意向の有無や時期に関係ないことがわかる。

都機誘エリアの居住者のうち、自分が居誘エリアに住んで

いると考えている人が相当数いることを考慮すれば、居住

意向の明らかな郊外化があるとは言えない。むしろ、転居

意向のある人は転居意向のない人に比べ、都市の中心部へ

居住したいと考えている人の割合が多いことがわかり、ど

ちらかと言えば都市の中心部への回帰、あるいは豊田市の

場合は都市機能誘導区域が鉄道駅周辺に設定されているこ

とを踏まえれば生活利便性の高いエリアへの居住につなが

る傾向が、コロナ禍前より継続していると言える。 
（３）コロナ禍前後での居住地選択要因の変化 

3-2（２）では現在の居住地を選択する際に重要視する居

住環境の要因をみたが、ここではコロナ禍前後で居住した

いと選んだ地域とその要因の関係性を分析する。コロナ禍

前後の３時点（コロナ禍前（2019年12月以前）、コロナ禍

（2021年９月：現在）、コロナ終息後（将来的に））で住み

たいと考えるエリアを選択した要因をそれぞれの時点に対

して複数回答(6)で問うた。その結果、概ね３時点とも同様の

傾向がみられることが明らかになった（表-8）。 
居住したいエリアとして、都機誘エリアと居誘エリアを

選択した人は、「買い物や飲食店の利便性」・「病院や福祉施

設の充実」の項目が時期に関係なく居住地選択要因として

有意に多かった。また、居誘エリアを居住したいエリアと

して選択した人は、「治安の良さ」や「通勤・通学のしやす

さ」を要因として選択した人が他のエリアの居住者よりも

どの時点でも有意に多い。さらに、「住宅が密集していない

場所が良かったため」を要因として選択した人は、どの時

点でも調整エリアや都計外エリアを居住したいエリアとし

て選択した人で有意に多く、都機誘エリアや居誘エリアを

居住したいエリアとして選択した人では有意に少ない。 
一方で、コロナ禍で郊外化を志向する人が増えれば、お

のずと増加すると考えられた「テレワーク環境の充実」や

「家族間のソーシャルディスタンスを確保したいため」と

いった項目は、３時点を比較しても大きな変化はなかった。

「住宅が密集していない場所が良かったため」の項目がコ

ロナ禍前後で変化したとは読み取れなかったことからも、

豊田市民の多くはコロナ禍前後で居住地の選択要因が大き

く変化していないと言える。表-8からわかる「居住選択エ

リア」と「居住地選択要因」の関係とは別に、「コロナ禍前

後の時期（３時点）」と「居住地選択要因」の関係も検定し

たが、有意な差を見出すことはできなかった。この点から

も、コロナ禍に入ってから豊田市民の居住地選択要因が変

化したことは確認できなかった。 
また、時期に関係なく「スポーツ施設の充実度」や「地

域コミュニティーの繋がりの強さ」、「テレワーク環境の充

実」などは豊田市民の居住地選択要因としては大きな影響

を与えていないこともわかった。いずれの時点でも、生活

利便性の度合いや住宅の集積度合いがエリア選択に影響を

与えていると言える。立地適正化計画によって都市機能や

居住を誘導していく観点では、このような豊田市民の特性

を念頭に置いて施策を講じていく必要性が示唆される。 
 
4．まとめ 

本研究で得られた知見を総括し、立地適正化計画の誘導

区域との関係性から得られる示唆をまとめる。 
まず、第２章でみた立地適正化計画の誘導区域とコロナ

禍前からの人口変化に関する分析では、コロナ禍前後での

顕著な郊外化は確認できなかった。豊田市の場合、居住誘

導区域が市街化区域の８割弱を占め、居住誘導区域外の大

半は市街化調整区域であることも影響していると考えられ

るが、市内全域で都市機能誘導区域から居住誘導区域、あ

るいはその周辺部への人口流出などは確認できなかった。

一方で、高速道路 IC開通などを契機とした局所的・散発的

な郊外開発は相変わらず進展している状況も読み取ること

ができ、Withコロナ時代でも適切に開発を管理することは

必要であることが示唆される。 
また、第３章のアンケート調査からもコロナ禍前後で市

民の居住地選択の郊外化が生じている事実は認められなか

った。自分が住んでいる地域に今後も住み続けたいと考え

ている市民が多く、居住地選択要因としてもCOVID-19に
関連した項目よりもコロナ禍前から影響していた要因が引

き続き影響を与えていることが明らかになった。確かに、

住宅の集積度合いを居住地選択要因の中で重視する市民は

一定数いるものの、それがCOVID-19に起因するわけでは

なく、コロナ禍前からその点を重視していたことが裏付け

られた。なお、現在の居住地の都市計画上の位置づけより

も、自身のイメージする居住エリアに継続して居住したい

という意向が強い市民が多いことも実証された。 
他方、居住誘導区域に居住している市民はCOVID-19感

染拡大の前後という時期に関係なく、買い物や飲食店・病

院・福祉施設などの都市機能の充実度に加え、通勤・通学

のしやすさ、治安の良さを居住地選択の重要な要素とみて

おり、都市機能誘導区域に居住する市民の居住地選択要因

が都市機能の充実度のみに偏重している状況と異なる点で

あった。また、市街化調整区域に居住する市民は他のエリ

アに居住する市民よりも景観の良さを重視しており、市街

化調整区域や都市計画区域外に居住する市民は住宅が密集

していない環境も好んでいることがわかった。 
豊田市の場合、「居住誘導区域＝工業系用途地域等を除く

実質的に居住が可能な市街化区域を包含する領域」という

状況であり、居住誘導施策は他自治体からの人口誘因施策

と同義であるため、市民の居住地選択要因が居住誘導施策

を検討する上で他自治体と比較すると大きな意味を持たな

いと考えられる。本研究のアンケート調査への回答者で多

かった豊田市内で持ち家に居住する市民は、自身が居住し
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ているエリアに愛着をもち、継続して当該地域に居住した

いと考えている市民が多いことが明らかになった。また、

線引き都市計画区域をもち、市街化区域内に約半数の市民

を抱えていながら、従来から地方都市で指摘されている郊

外での散発的開発の発生が人口動態からも示唆された。そ

のため、豊田市の居住誘導施策としては、新たに誘導区域

内に居住者を誘導する施策だけでなく、誘導区域内居住者

には住み続けてもらうための施策を展開することが必要で

あるといえる。また、郊外での散発的住宅開発などを計画

的に管理するためにも、従来からの市街化調整区域での無

秩序な開発を抑制するための施策は引き続き必要である。 
一方で、豊田市とは異なり、立地適正化計画の趣旨に則

って居住誘導区域の市街化区域に対する割合を小さく設定

した地方都市などでは、このような市民の居住地選択要因

を踏まえた誘導施策を講じることが重要であるということ

も本研究の結果から改めて示唆された。すなわち、誘導施

策に金銭的インセンティブを含めることが難しい地方都市

などでも効果的に居住誘導を進めるためには、文字通り居

住を誘導するために、効果を得られそうな要因をきちんと

反映した誘導施策を検討する必要がある。本研究でみたよ

うに、大都市圏と異なり、地方圏ではCOVID-19による居

住地選択の変化が必ずしも生じているとは言えない。その

ため、中・長期を見据えた立地適正化計画に基づく的確な

誘導区域の設定に加え、市民が居住地を選択する際に誘導

区域内へ居住することの後押しとなる施策の運用が肝要と

言える。 
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【補注】  
(1)既往研究 9)では、多くの国民が新型コロナウィルスの特性を十

分に理解できていなかった2020年前半の居住地選択意向の変化

を明らかにしている。ただ、今後のWithコロナ時代の都市形成

を考える上では、コロナ禍が定常化した状態の市民の居住地選

択意向を知ることが必要と考える。そのため、国内で新型コロナ

ウィルス感染症への最初の感染者が確認された 2020 年１月 15
日から１年以上が経過した2021年９月時点での居住地選択意向

を分析している。なお、2021年８月30日には１・２回目のワク

チン接種回数の合計が総人口を上回り、９月には第５波が収束

に向かいつつあったような状況である。 
(2)猿投・拳母・高橋・松平・上郷・高岡の各地区は、平成の大合

併前の旧豊田市であり、藤岡・足助・小原・旭・稲武・下山の各

地区は2005年４月に豊田市へ合併した旧町村である。 
(3)豊田市立地適正化計画では法定の居住誘導区域を「重点居住促

進区域」と「居住促進区域」という独自の２種類の区域に分け、

都市機能誘導区域は「拠点形成区域」という名称の区域として設

定している。なお、今後市街化が見込め基盤整備に取り組む領域

などは「新市街地区域」として、法定ではない独自の区域として

設定しており、市街化調整区域が中心に指定されているものの

一部市街化区域（59ha）にも指定されている。これら、市街化区

域内の新市街地区域はいずれの誘導区域でもなく、市街化調整

区域でもないことから、研究対象から除外している。 
(4)豊田市内の 479 町と立地適正化計画の誘導区域の関係を地図上

で確認し、各町のすべての領域が当該エリアに属する町のみを

それぞれのエリアとして集計している。なお、除外区域（工業系

用途地域や災害リスクの高い領域など）に含まれている町や複

数のエリアに跨る町などは、本研究の対象外地域としており、ア

ンケート調査対象からも除外している。 
(5)既往研究 9)を参考に、アンケート調査票に居住地域のエリアを

イメージできるように加工した図（図-3）を掲載し、回答者に提

示している。 
(6)複数回答の設問では、選択肢それぞれに対してカイ二乗検定お

よび残差分析を実施している。 
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